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１ 次の新たな感染症による健康危機に備えた

保健・医療提供体制の整備状況について

２

【主なポイント】

〇 令和6年3月改定の「県感染症予防計画」及び令和7年3月改定の

「県新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、新興感染症

の発生・まん延の防止等に向けた感染症対策を総合的に推進

〇 医療提供体制の確保に向けた医療機関等との協定締結など、

関係機関と連携した平時からの取組を着実に実施

〇 地域の対策拠点となる保健所機能の強化や、感染症対応専門

人材の確保育成、個人防護具や治療薬等の備蓄、感染症に対する

正しい知識の普及啓発など、県の対応力を総合的に強化
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◆施策推進体制（市町、医療機関、関係団体等と連携）

◆感染症の発生予防・まん延防止 ◆病原体の情報収集・発信

◆医療提供体制 ◆検査の実施体制等 ◆保健所体制の確保

◆専門人材の養成・資質の向上 ◆緊急時における対策と関係機関との連携

◆感染症の普及啓発・患者等の人権尊重 など

あらゆる感染症への対応を目的に、中長期的な視点（６か年）に基づき、
さまざまな対策推進や体制整備を規定（総合的な施策推進計画）

新型インフルエンザ等による感染症危機の発生など、一定の前提・シナリオに基づき、
平時からの備えと、有事における感染拡大の段階ごとの、具体的対策を規定
（個別対策の実施計画・アクションプラン）

準備期
（平時）

初動期
（海外発生期）

対応期（国内感染確認・公表後）

●県対策本部の設置 、基本的対処方針に基づく対策実施

●迅速な情報提供・共有

●双方向コミュニケーションの実施 など

●計画改定、訓練等

●医療措置協定に基づく一般医療機関での患者対応

各計画に規定した対策を実効性あるもとするため、平時のうちから
中長期的な視点（計画期間６か年）に基づき、年次計画的な推進を図る

１ 感染症関連計画に基づく総合的な対策の推進

３



関係機関連携による総合的な感染症施策の推進（イメージ）

〇感染症有事に
備えた通常
医療等での
対応力強化

（協定締結医療機関）

〇教育研究拠点（山口大学等）

〇感染症など
地域保健
対策の拠点
（保健所）

〇地方衛生研究所の
検査分析機能強化

（環境保健Ｃ）

〇感染症医療の拠点
機能強化（県立総合
医療C）

連携強化

〇感染症対応への支援
（医療関係団体）

〇感染症医療の機能・専門性向上
（感染症指定医療機関）

〇住民の身近な衛生対策・
自治体立病院の対応強化
（市町）

【感染症対策全般の施策立案・調整】

県健康福祉部 健康増進課ほか関係課

〇国等の専門機関
厚労省・感染症
危機統括庁・JIHS

FETP履修者などに
よる専門的な支援

県感染症対策連携協議会 ４



■目指すべき相互支援の体制づくり（流行初期：感染症発生～３か月程度）

流行初期期間に新興感染症
患者を受け入れる病院

医療従事者派遣

感染症患者以外の患者

入院受入れ

その他の病院

新興感染症患者

入院受入れ

その他の
病院・診療所

新興感染症患者の
受入により縮小する
診療機能を補完

新興感染症患者の
受入により不足する
人員体制を補完

病床確保

流行初期期間に
疑い患者を診療
する医療機関

発熱外来

感染を疑う者

相談

受診調整

検査陽性入院調整

各院 10床～30床程度

診察 15人/日程度

流行初期には、各圏域の
中核的な医療機関により、
一定規模の病床確保や
発熱患者を診察
（流行初期の確保措置
として基準を設定） ５



医療従事者派遣

感染症患者以外の患者

入院受入れ

新興感染症患者

入院受入れ

新興感染症患者の
受入により縮小する
診療機能を補完

新興感染症患者の
受入により不足する
人員体制を補完

病床確保

発熱外来感染を疑う者

受診

療養支援

検査陽性

新興感染症の回復
患者の転院受入

後方支援

自宅等療養支援

人材派遣

療養支援
クラスター対応

高齢者施設等
自宅・宿泊療養施設

■目指すべき相互支援の体制づくり（流行初期以降：感染症発生後６か月程度）

多くの医療機関による、
機能・役割に応じた、
相互の連携・支援体制
へと移行

６



①病床確保 ②発熱外来
③自宅療養者等

への医療提供
④後方支援

⑤医療人材
派遣

新興感染症患
者を入院させ、
必要な医療を
提供

新興感染症の
疑似症患者の
診療を実施

居宅又は高齢
者施設等で療
養する新興感
染症患者に対
し医療を提供

特に流行初期
における感染
症患者以外の
患者受入、回
復患者の転院
受入等を実施

新興感染症に
対応する医療
従事者を確保
し、医療機関
その他の機関
に派遣

区 分
第一種協定
指定医療機関

第二種協定指定医療機関 ― ―

病 院 〇 〇 〇 〇 〇

診療所 〇 〇 〇

薬 局 〇

訪問看護事業所 〇

○ 各医療機関等の機能・役割に応じて、以下①～⑤の措置を内容とする協定を締結

○ 「①病床確保」への対応病院は「第一種協定指定医療機関」として、「②発熱外来」

「③自宅療養者等への医療提供」への対応医療機関等は「第二種協定指定医療機関」として、

知事により指定

（１） 新たな感染症に備えた医療提供体制の確保（医療機関との協定締結）

７



◆医療措置協定の締結状況（R7.8月末時点）

締結医療機関数
病院 診療所 薬局 訪看

１２３／１３６ ５２８／１,２０５ ６４５／７７５ ７０／１９５

項 目 目 標 値 累計数 目標値との差

入院（確保）病床数

※感染症病床含む

流行初期期間

（発生公表後３ヶ月程度）
２００床

４６７床
【２７６床】

＋２６７床
【＋７６床】

流行初期期間以降 ６９０床 ７０４床 ＋１４床

発熱外来の機関数

流行初期期間

（発生公表後３ヶ月程度）
２０機関

５０５機関
【１５５機関】

＋４８５機関
【＋１３５機関】

流行初期期間以降 ６１０機関 ６０６機関 ▲４機関

自宅・宿泊療養施設・

社会福祉施設等での

療養者への医療提供を

実施する機関数

病院・診療所 ３３０機関 ４１３機関 ＋８３機関

薬局 ４６０機関 ６４５機関 ＋１８５機関

訪問看護事業所 ６０機関 ７０機関 ＋１０機関

後方支援の機関数 ９０機関 ９１機関 ＋１機関

医療人材派遣（派遣

可能な医療人材数）

医 師 ５０人 ４３人 ▲７人

看護師 １１０人 １３１人 ＋２１人

※【 】内は流行初期医療確保措置対象（発生公表後１週間以内に確保）となる病床数・医療機関数 ８



【医療措置協定締結状況の概要】

入院病床

・流行初期、流行初期以降ともに、目標値を超える病床数を確保

・地域バランスに偏りはなく、重症者用病床数、妊産婦、小児等の特に配慮が必

要な患者用病床数についても、対応できる体制を確保

発熱外来

・流行初期は目標値を大きく上回る体制を確保

・流行初期以降は目標値を下回っているものの、現在も着実に増加しており、

引き続き、目標値の達成に向けて取り組む

自宅療養者等支援・後方支援体制

・病院・診療所、薬局、訪看STの全てにおいて目標値を上回る体制を確保

・後方支援体制についても、目標値を上回る体制を確保

派遣可能な医療人材数

・看護師数は目標値を上回っているものの、医師数については目標値を下回って

おり、引き続き、人材の確保・養成に向けた取組の推進が必要

９



◆協定締結医療機関の体制整備に向けた支援

感染症対応力強化施設・設備整備事業（R6年度・R7年度補助金）

区 分 メニュー 補助率

施設整備
病室の整備 2/3

病棟の感染対策、個人防護具保管施設の整備 10/10

設備整備
簡易陰圧装置、PCR検査装置、

簡易ベッド、HEPAﾌｨﾙﾀｰ付き空気清浄機
10/10

各医療機関が協定に基づく対応（病床確保、発熱外来等）を確実かつ

速やかに実施できるよう、昨秋の国経済対策により、各医療機関の感染症

対応力強化に向けた施設・設備整備を支援

⇒ 各医療機関からの補助申請に対する国からの交付決定・内示により、

令和６年度は計６６医療機関（交付額：168,508千円）、

令和７年度は計７６医療機関（予定、予算額：168,368千円）に対し、

PCR検査装置の整備などを支援

10



・新型コロナ対応実績のある県内６箇所の宿泊施設と、宿泊施設確保措置協定を

締結済み（令和６年度中に全施設と完了）

・また、各地域において、合計200超の医療機関と、宿泊療養者への医療提供に

係る協定を締結済み

区 分 最大室数 協定締結
流行初期の
初動対応

(1か月以内)

備 考
（宿泊療養者への医療提供が
可能な協定締結医療機関

：保健所圏域別）

県東部A 239 済 要請後２週間目途 ・岩国 17機関 全県計：
・柳井 13機関 202機関
・周南 25機関
・山口 32機関
・防府 18機関
・宇部 41機関
・下関 41機関
・長門 4機関
・萩 11機関

県東部B 50 済 要請後４週間目途

県央部C 141 済 要請後２週間目途

県央部D 221 済 不可

県西部E 238 済 不可

県西部F 84 済 不可

⇒ 今後、感染症健康危機発生時に速やかに稼働できるよう、平時から地域の医
師会等と連携し、療養者に対する医療支援体制の構築を図っていく

計 973室 ※予防計画における目標値：830室

11

（2） 入院医療を補完する宿泊療養体制の整備



環境保健センター

医療機関

民間検査機関 等

流行初期（1か月） 流行初期以降（6か月以内）発生公表

保健所

民間検査機関の参入に伴い、
ゲノム解析への役割へ移行を想定

３０～６０件／日

３００件／日

流行初期の体制整備 ・環境保健センターにおける体制整備（検査機器整備、資機材備蓄等）

流行初期以降の体制整備 ・医療機関、民間検査機関との検査措置協定、保健所

【検査体制のイメージ】

⇒278の医療機関、民間検査機関２社と検査措置協定を締結済

流行初期対応
中核病院等

その他医療機関
民間検査機関

準備が整った機関から順次要請

（3） 感染流行段階に対応した検査体制の整備

【数値目標】 流行初期期間の核酸検出検査能力 流行初期期間以降の核酸検出検査能力

目標値 環境保健センター 300件/日 環境保健センター 200件/日
下関市立下関保健所 150件/日
医療機関・民間検査機関 8,650件/日

進捗状況 環境保健センター 200件/日 環境保健センター 200件/日
下関市立下関保健所 150件/日
医療機関・民間検査機関 4,237件/日 12



◆各保健所単位での研修・訓練の実施

・各保健所において、医療機関や社会福祉施設、市町、消防等の関係機関と

連携し、実際の感染症の発生等を想定した訓練や、研修などを実施

【訓 練】防護服着脱、検体採取・運搬、患者搬送・車両消毒 等

【研 修】施設等で役立つ感染症対策（講演・グループワーク） 等

◆ IHEATの確保・育成

・感染症など健康危機発生時に、地域の保健師等が保健所業務を支援する

『IHEAT要員』の募集を開始（令和7年7月時点で55名が登録済）

・各保健所において「山口県IHEAT研修会」を開催

【対象】保健師、看護師等（在宅保健師・看護師や大学等の看護教員等）

【内容】Web研修（e－ﾗｰﾆﾝｸﾞ）＋保健所の現地訓練（積極的疫学調査等）

➡令和6年11月に県内９か所で現地訓練開催、116名参加

令和7年度も秋以降に開催予定

（4） 地域の対策拠点となる保健所体制・機能の強化

※R6年度 周南環境保健所での訓練状況

13

※R6年度 防府保健所での訓練状況



◆実地研修実地疫学専門家養成コース（FETP）への職員派遣

・本県の感染症対策の中核を担う専門人材の養成に向け、令和6年4月から2年間、

国立感染症研究所での実務研修に、県職員２名（医師、保健師）を派遣

※国立感染症研究所HPより

14

（5） 感染症対応の専門人材の確保養成・資質の向上

⇒ 実務研修中も、実地疫学の高い専門性を活かし、感染症アウトブレイクへの
対応や、県の感染症施策全般の推進に対して積極的に関与



感染症法に基づく協定締結医療機
関等に対する感染症対策研修
➡医療機関、訪看、薬局などから
約380名のご参加

R7年度も時宜を得たテーマで
開催予定

（６） 医療関係者等の感染症対応力の強化に向けた研修会の開催（県全域）

【参加者の方からのご感想】

・届出等の基本的なところから、
コロナやAMRの最新の話題まで
幅広く扱っており、参考となった

・各圏域では、加算算定病院が感染
対策の相互チェックを行っている
が、平時から、保健所の感染対策
保健師の方などがオブザーバーに
入って、顔の見える関係を作って
おくと、パンデミックの時などに
協力体制が出来やすいのでは

【R6年度事例】

15



（７） 病原体サーベイランスの拡充 （R7年４月～）

〇 従来の、５類感染症（定点把握）対象疾病（インフルエンザなど）に加え、
急性呼吸器症状を呈する感染症についても、その対象に追加

〇 サーベイランス体制の拡充により、未知の呼吸器感染症発生時に
迅速かつ的確な初動対応の実施を目指す

16



県新型インフル等行動計画に基づく個人防護具・治療薬の備蓄について

17

◆ 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄

・ 国が示す備蓄目標に合わせ、６種類の薬剤（タミフルカプセル、タミフルド

ライシロップ、リレンザ、イナビル、ラピアクタ、ゾフルーザ）を備蓄

➡目標量187,400人分（全都道府県1,750万人分の本県人口割）を確保済み

《備蓄優先順位》

１．タミフルドライシロップ（季節性インフルエンザでも使用）

２．ゾフルーザ（季節性インフルエンザでも使用）

３．ラピアクタ（重症患者用）

４．タミフルカプセル、リレンザ、イナビル



県新型インフル等行動計画に基づく個人防護具・治療薬の備蓄について

18

◆ 個人防護具（PPE）の備蓄

➡政府行動計画において備蓄品目及び備蓄量を明文化し、

都道府県による備蓄と併せ、協定締結医療機関における備蓄の取組を推進

《備蓄量》備蓄品目 ①サージカルマスク ②N95マスク
③アイソレーションガウン
④フェイスシールド ⑤非滅菌手袋

備蓄量 新型コロナの対応状況を踏まえ、４か月分の使用量を分担して確保

・協定締結医療機関：各医療機関使用量の２か月分を備蓄

・都道府県：初動１か月分を備蓄

・国：発生後２か月経過～４か月目までの２か月分を備蓄

【数値目標】 協定締結医療機関の８割が、当該施設使用量の２か月分以上を備蓄

進捗状況 協定締結医療機関の39％（R7.1月現在）



〇 県感染症情報センターの情報分析・発信力の強化

➡ホームページのリニューアル（令和７年１月）

感染症の発生動向を把握・分析し、県民や医療機関等に向けて

分かりやすく情報発信

〇 県民等への情報発信・双方向コミュニケーションの強化

➡ターゲットを明確化した効果的な感染症情報の発信

コロナ禍における情報の錯綜や風説の流布等の反省を踏まえ、科学的知見に基づく

正しい情報発信の強化（R7年度「感染症情報発信・周知啓発事業」）

19

県民に対する正しい知識の普及について（リスクコミュニケーション）



２ 感染症の発生動向について

20

【主なポイント】

○ 山口県では、令和６年度に腸管出血性大腸菌の集団発生が２件

発生したほか、７年ぶりに麻しん発生事例あり

○ 百日咳の爆発的流行

○ SFTS（重症熱性血小板減少症候群）の届出数増加と感染地域拡大



感染症発生動向の概況（令和6年）

二類感染症 届出数

結核 161

三類感染症 届出数

腸管出血性大腸菌感染症 41

四類感染症 届出数

Ｅ型肝炎 1

Ａ型肝炎 2

重症熱性血小板減少症候群(SFTS) 9

日本紅斑熱 11

レジオネラ症 27

五類感染症 届出数

アメーバ赤痢 3

ウイルス性肝炎 1

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌
感染症

26

急性脳炎 13

クロイツフェルト・ヤコブ病 2

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 17

後天性免疫不全症候群 9

侵襲性インフルエンザ菌感染症 6

侵襲性髄膜炎菌感染症 1

侵襲性肺炎球菌感染症 25

水痘（入院例） 9

梅毒 91

播種性クリプトコックス症 3

破傷風 3

バンコマイシン耐性腸球菌感染症 2

百日咳 21

21
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感染症発生動向の概況
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インフルエンザ
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• 流行入り、流行発生注意報、流行発生警報の発令

令和6年第44週（10/28～11/3）：流行入り

第50週（12/9～12/15）：注意報

第51週（12/16～12/22）：警報

• 予防策の啓発

注意喚起通知、県政ラジオ、ポスター作成等

A/H1pdm09中心
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感染症発生動向の概況

• 流行発生警報の発令

令和6年第25週（6/17～6/23）

• 予防策の啓発

注意喚起通知（医療機関、市町）

令和6年5～7月：CA6
7～9月：CA16
9月～ ： EV71
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ヘルパンギーナ
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感染症発生動向の概況

• 流行発生警報の発令

令和7年第26週（6/23～6/29）

• 予防策の啓発

注意喚起通知（医療機関、市町）

CA4中心
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感染症発生動向の概況

急性呼吸器感染症サーベイランス（病原体）

Parainfluenza virus 3

Coxsackie virus A4

25



主な集団発生案件とその後の対応

〇 腸管出血性大腸菌感染症の集団発生（2例）

宇部管内 宇部管内

発 生 年 月 日 R6.9.1 R6.9.20

発 生 場 所 等 未就学児施設 未就学児施設

病 原 体 O26(VT1) O157(VT2)

陽 性 者 数
12名

有症状者 6名
無症状病原体保有者 6名

10名
有症状者 9名

無症状病原体保有者 1名

• 患者調査、施設調査、接触者健診実施

• 保護者向け啓発チラシ配布

• 地元医師会に情報共有、注意喚起

• 記者発表の実施（県民向けの注意喚起）

• 福祉施設向け感染対策研修会（R6.11.19）⇒HC

• 感染対策地域連携圏域協議会（R7.2.27）⇒HC

• 医療機関向け感染対策研修会（R6.12.8）⇒県

26



主な集団発生案件とその後の対応

〇 麻しん発生事例

１例目
・20代女性
・海外渡航歴：R7.2.4～2.12
・症状：発熱、咳嗽、鼻汁、結膜充血、コプリック斑、
発疹
・予防接種歴不明
・医療機関Aより、確定例（検査診断例）として発生
届受理

２例目
・20代男性（1例目同居家族）
・海外渡航歴：なし
・症状：発熱
・予防接種歴：1回

３例目
・1例目の接触者
・予防接種歴：2回
・症状：発熱、頭痛、結膜充血、発疹

※接触者のうち、接触後72時間以内の者に緊急ワクチ
ン接種実施

終息：3例目の発生後、麻しん疑い患者はみられず、最後の接触者発生から4週間が経過

1例目～3例目の健康観察対象者
計 約３００名

3/3

3/13

4/16
27



主な集団発生案件とその後の対応

〇 麻しん事例対応

• 患者調査、接触者調査及び健康観察実施

• 緊急ワクチン接種実施

• 記者配布（不特定多数が接触した可能性のある施設等の公表）

• 医療機関、麻しん風しん対策協議会、解析評価小委員会への情報共有

• 市町、学校関係者等への注意喚起と予防接種勧奨依頼

• 海外渡航者向け感染症予防動画及びリーフレット作成（R7.8月）

動画：TVCM、Tver広告、YouTube広告、LINE広告、街頭ビジョン

リーフレット：市町パスポート申請窓口、保健所、旅行業者へ配付

※英語、中国語、韓国語、タガログ語及びベトナム語版リーフレット作成中

28
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感染症発生動向の概況（令和7年） ※8/15現在

二類感染症 届出数

結核 110

三類感染症 届出数

腸管出血性大腸菌感染症 14

四類感染症 届出数

Ｅ型肝炎 1

重症熱性血小板減少症候群(SFTS) 7

日本紅斑熱 6

レジオネラ症 16

五類感染症 届出数

アメーバ赤痢 １

ウイルス性肝炎 1

カルバペネム耐性腸内細菌目細菌
感染症

3

急性脳炎 7

クロイツフェルト・ヤコブ病 3

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 12

後天性免疫不全症候群 4

侵襲性インフルエンザ菌感染症 4

侵襲性肺炎球菌感染症 10

水痘（入院例） 6

梅毒 57

播種性クリプトコックス症 1

破傷風 1

バンコマイシン耐性腸球菌感染症 2

百日咳 1,451

風しん １

麻しん ３ 29



現在のトピックス
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３ 県の協議会体制について

31



感染症対策連携協議会（感染症法に基づく機関、R5.6月設置）
S61.11～H9.12・・・「感染症対策協議会」
H10.1～R5.5・・・「感染症健康危機管理対策協議会」

＜現在の体制＞

新型インフルエンザ等対策協議会（任意機関、H21.9月設置）
※新型インフルエンザ等対策行動計画の改定等について議論（直近開催：H25.11月）
（委員任期：R7.6.1～R9.5.31、一部が感染症対策連携協議会委員と重複）

感染症発生動向調査解析評価小委員会
（H10.4月設置） ※毎月サーベランスを実施

結核・インフルエンザ部会（H14.11月設置、H26年度以降休止）

部
会

エイズ部会（S62.9月設置、H24年度以降休止）

麻しん風しん対策協議会（国指針に基づく機関、H20.8月設置）
※麻しん・風しん排除対策について協議（直近開催：H27.2月）
（委員任期：R7.6.1～R9.5.31、全員が感染症対策連携協議会委員と重複）

感染症診査協議会（感染症法及び県条例に基づく機関、H11.4月設置）

※保健所に設置、感染症患者への入院勧告等に対する意見を具申 32



【県】

●県対策本部

【国】

●政府対策本部

新型インフルエンザ等対策行動計画に基づく推進体制

 

県行動計画
◇県における新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に
関する事項

◇県が実施する措置
◇市町行動計画、指定地方公共機関業務計画の作成基準

新型インフルエンザ等対策ガイドライン
◇各分野における対策の具体的な内容・実施方法
◇関係者の役割分担

山口県新型インフルエンザ等対策本庁対応マニュアル
◇本庁内関係課の具体的な対応

基本的対処方針（具体的な対策を決定）
◇発生の状況に関する事実
◇対処に関する全般的な方針
◇対策実施に関する重要事項

政府行動計画
◇新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的方針
◇国が実施する措置
◇都道府県行動計画、指定公共機関業務計画の作成基準

行動計画(国・県)、ガイドライン、本庁対応マニュアル、
基本的対処方針を踏まえ、県の対処方針策定による具体的
な対策を実施

新型インフルエンザ等対策の基本的な対応方針を示すもの
発生した感染症の特性を踏まえ、病原性に応じた様々な状況への対応の選択肢を提示

 

【協議内容等】
①感染拡大を可能な限り抑制し、感染者が速やかに必要な医療を受けられる体制…感染症医療と通常医療の両立、入院調整
の方法、医療人材の確保、患者及び症状が回復した者の移動手段等

②関係機関の連携の強化…感染症指定医療機関や医療措置協定を締結した医療機関、医療関係団体、消防機関等との連携

医療機関との連携や社会福祉施設への対応など、地域の実情に応じた対策を実施等

【山口県感染症対策連携協議会】設置根拠：感染症法第10条の２

【地域感染症対策連絡協議会（仮）】（各圏域に設置：新型インフルエンザ等対策連携協議会を改称）

適切な医療体制に関する
専門的な意見
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感染症対策連携協議会（感染症法に基づく機関）

＜今後の体制（案）＞

新型インフルエンザ等対策協議会

感染症発生動向調査解析評価小委員会

結核・インフルエンザ部会（H26年度以降休止）

部
会

エイズ部会（H24年度以降休止）

麻しん風しん対策部会

感染症診査協議会（感染症法に基づく機関、各保健所に設置）

【廃止する協議会】

34

【今後統合する協議会】

《理由》
実態が既に失われており、所管の事
項については「感染症対策連携協議
会」において議論することが適切である
ため

《理由》
新型インフルエンザ等対策についても、
行動計画の改定を含め、感染症対
策連携協議会において議論すること
が適切であるため

現委員の任期満了（R9.5.31）をもって、感染症対策連携協議会と統合



４ その他報告事項
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結核・呼吸器感染症予防週間の啓発

36



海外渡航者に対する
感染症予防

（リーフレット、動画広告）

ダニ媒介性感染症に
関する注意喚起
（ポスター）

37

感染症情報発信・周知啓発事業（R7～）

性感染症に関する若者向け注意喚起
（動画広告、ポスター）
➡９月中に公開予定



海外渡航者に対する感染症予防啓発動画

38



HPVワクチン定期接種に関する高校１年生向け普及啓発
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